
宮城県林業・木材産業関係事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１ 県は、市町村、森林組合等が行う施設整備等の林業・木材産業に関する事業に要する経費

について、当該事業実施主体（当該事業実施主体に対し市町村が補助金を交付する事業に要す

る経費にあっては、当該市町村。）に対し、予算の範囲内において、補助金を交付するものと

し、その交付等に関しては、国庫事業にあっては、事業ごとに国が定める規程及び補助金等交

付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この

要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 「事業実施主体」とは、別表に定める者のほか、本補助金の交付を受けた市町村が 

当該事業実施主体に対し補助金を交付する場合にあっては、当該市町村とする。 

 (2) 「国庫事業」とは、国費のみを財源として補助金を交付するものをいう。 

 

（交付対象事業等） 

第３ この要綱で定める補助金の交付対象となる事業、交付対象経費及び交付率等は、別表に定

めるとおりとする。 

 

（交付の申請） 

第４ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は、別記様式第１号によるものと

し、その提出期限は知事が別に定める日とする。 

２ 前項の補助金交付申請書を提出しようとする者は、当該補助金に係る消費税及び地方消費税

仕入控除税額（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法

（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額

と地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税額との合計額に交付率を乗じ

て得た金額を言う。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額し

て申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税及び地方消費税

仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

３ 規則第３条第２項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は、次のと

おりとする。 

(1) 事業計画書（事前に知事の承認を受けている場合を除く。） 

(2) 工事の施工等にあっては実施設計書（事前に知事の承認を受けている場合を除く。） 

(3) 市町村にあっては補助金交付に関する規則等（市町村営事業を除く。） 

(4) 予算議決等の抄本又はこれに準ずるもの 

(5) 県税納税証明書（申請日から３か月以内に県税事務所が発行したもの。ただし、事業実施

主体が納税義務者でないときは、任意様式によりその旨を記載した申立書を添付する。） 

(6) 暴力団排除に関する誓約書 

(7) 誓約書 

(8) チェックシート（別紙４から６の該当するもの（所管事務所保管）） 

(9) 「みどりチェック」チェックシート（別紙７から８の該当するもの（所管事務所保管）） 

 



(10) その他知事が必要と認める書類 

 

（交付の条件） 

第５ 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

(1) 事業の内容の変更又は事業に要する経費の配分の変更をする場合においては、別記 

様式第２号により知事の承認を受けること。ただし、別表に掲げる変更以外の軽微な 

変更にあっては、この限りでない。 

(2) 事業を中止、又は廃止する場合においては、別記様式第３号により知事の承認を受 

けること。 

(3) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速 

やかに知事に報告してその指示を受けること。 

(4) (1) によるもののほか、別記様式第２号により、自主的に事業計画変更の承認を知 

事に求めることができるものとする。 

(5) 農林水産大臣が別に定める条件（国庫事業に限る。） 

 

（事業の着手） 

第６ 事業実施主体は、補助金の交付決定に基づき事業に着手したときは、知事に届け出 

るものとする。 

２ 前項の届け出に必要な事項については、県が別に定めるものとする。 

 

（事業遂行状況） 

第７ 事業実施主体は、県の指示があったときは、事業の遂行状況について当該指示に係る事項

を書面で報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第８ 規則第１２条第１項の規定による実績報告書の様式は、別記様式第４号によるものとし、

添付する書類は次のとおりとする。 

(1) 工事の施工等にあっては出来高設計書 

(2) 完成検査復命書写し 

(3) 完成写真 

(4) その他知事が必要と認める書類 

 

２ 第４第２項のただし書の規定により補助金の交付申請をした者は、前項の実績報告書を提出

するに当たり、当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかになった場合

は、これを当該補助金から減額して報告しなければならない。 

 

（補助金の交付方法） 

第９ 補助金は、規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。ただし、

知事は、事業の遂行上必要と認めるときは、規則第１５条ただし書の規定に基づき、次の各号

に定めるところにより概算払で交付することができる。 

 (1) 概算払の請求書は、別記様式５号によるものとする。 

 (2) 支出金額が過払とならないよう事業実施主体の支出状況を確認した場合に交付する 

ことができる。 

 



（補助金の交付） 

第１０ 市町村が当該事業を行なう事業実施主体に対して補助金を交付する場合、知事から補助

金の交付を受けた市町村長は、当該事業実施主体に対して、この要綱に準じて交付するものと

する。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う交付金の返還） 

第１１ 第４第２項ただし書の規定により補助金の交付申請をした者は、第８第２項の実績報告

書を提出した後において、当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場

合には、その金額（第４第２項の規定により減額して申請した場合にあっては、その金額が減

じた額を上回る部分の額）を別記様式第６号により速やかに知事に報告するとともに、知事の

返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

 

（処分の制限を受ける財産） 

第１２ 規則第２１条第２号及び第３号の規定により処分の制限を受ける財産は、それぞれ１件

当りの取得価格が５０万円以上のものとする。 

 

（処分の制限を受ける期間） 

第１３ 規則第２１条のただし書の規定により処分の制限を受ける期間は、減価償却資産の耐用

年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下「大蔵省令」という。）に定める耐

用年数に相当する期間（ただし、大蔵省令に定めのない財産については農林水産大臣が定める

期間）とする。 

 

（帳簿及び書類の備付け） 

第１４ 事業実施主体は、第１３の期間内において処分の制限を受ける財産の管理の状況を明ら

かにするため、財産管理台帳その他関係書類を整備保管しなければならない。 

 

（事業実施に関する標示） 

第１５ 事業実施主体は、事業が完了したとき又は一部供用を開始するときは、本補助金により

実施した旨を標示するものとする。 

２ 標示の方法その他必要な事項については、県が別に定めるものとする。 

 

（書類の提出部数及び経由） 

第１６ この要綱により知事に提出する書類は、原則として当該事業を所轄する地方振興事務所

長を経由するものとし、その提出部数は２部とする。 

 

（交付の際付すべき条件） 

第１７ 事業実施主体等は、森林関係法令への違反等その行為態様や社会的影響等を勘案して不

適切だと判断される行為を行ってはならない。 

２ 事業実施主体等は、補助金等の申請に当たり、前項を約した「誓約書」(別紙５)を添付しな

ければならない 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成３０年３月１６日から施行し、平成２９年度２月補正予算に係る本補助金

に適用する。 



２ この要綱は、次年度以降の各年度において、本補助金に係る予算が成立した場合に、本補助

金にも適用するものとする。 

３ この要綱の施行の際、現に廃止前の宮城県森林・林業再生基盤づくり交付金交付要綱及び宮

城県合板・製材生産性強化対策事業費補助金交付要綱の規定によりなされた処分、手続その他

の行為は、この要綱の規定によりなされた処分、手続その他の行為とみなす。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年５月２２日から施行し、平成３０年度に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、当該

補助金にも適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１５日から施行し、平成３１年度に係る補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年３月１６日から施行し、令和元年度補正に係る補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１５日から施行し、令和２年度に係る補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年８月１１日から施行し、令和２年度に係る補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年３月３日から施行し、令和２年度補正に係る補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１５日から施行し、令和３年度予算に係る補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年２月２８日から施行し、令和３年度補正予算に係る補助金から適用す

る。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月２８日から施行し、令和４年度予算に係る補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年６月１日から施行し、令和４年度予算に係る補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年７月６日から施行し、令和４年３月１６日以降に事業実施主体が行う取

組について適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年１月４日から施行し、令和５年１月４日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年５月３１日から施行し、令和５年５月３１日から適用する。   

   附 則 

 この要綱は、令和５年１２月２５日から施行し、令和５年１２月２５日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年５月３１日から施行し、令和６年５月３１日から適用する。 

  附 則 

 この要綱は、令和６年１２月２５日から施行し、令和６年１２月２５日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和８年１月５日から施行し、令和７年度予算に係る補助金から適用する。 



附 則 

 この要綱は、令和８年３月１２日から施行し、令和７年度補正予算に係る補助金から適用す

る。 

附 則 

 この要綱は、令和８年６月２３日から施行し、令和８年度予算に係る補助金から適用する。 

 



別表 
１（事業名）合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策交付金事業 
（１）国際競争力・木材供給基盤強化対策等交付金事業（合板製材事業） 

事業メニュー及び事業内容 交付対象経費 事業実施主体 補助率等 

重要な変更 

経費の配分の変更 
事業の内容の 

変更 

１ 木材産業の輸出促進・体
質強化対策 

(1)木材加工流通施設等整備
（大規模・高効率化及び低
コスト化） 

 ① 加工流通施設整備 
 ② ストックヤード整備 
(2)品目転換施設整備 
 ① 木材加工流通施設整備 
 ② ストックヤード整備 
(3)高度加工処理施設整備 
 ① 木材加工流通施設整備 
 ② ストックヤード整備 
(4)木材加工流通施設等整備 
（供給力強化） 

 ① 木材加工流通施等整備 
 ② ストックヤード整備 
(5)木材加工流通施設等整
備・品目転換施設整備・高
度加工処理施設整備附帯事
業 
(1)～(4)の施設整備導入
の効率的かつ円滑な実施
を図るために必要となる
調整活動、実践的知識及
び技術の習得活動等） 
 

国合板・製
材・集成材国
際競争力強
化・花粉削減
総合対策交付
金交付等要綱
に定める事業
を行うのに要
する国合板・
製材・集成材
国際競争力強
化・花粉削減
総合対策実施
要領別表２の
Ⅰに定める経
費 

市町村、森林組
合、生産森林組
合、森林組合連
合会、林業者等
の組織する団
体、木材関連業
者等の組織する
団体、地域材を
利用する法人及
び地方公共団体
等の出資する法
人その他知事が
認めるもの 

 定額 
（1/2以内） 

１ 施工箇所ごと
の事業費の30％
を超える増減 

２ 事業費から附 
帯事務費への流 
用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 施工箇所又
は事業実施主
体の変更 

２ 事業メニュ
ーの新設又は
廃止 

３ 施工箇所の
位置の変更 
 

      ２ 原木の生産基盤整備・低
コスト安定供給対策 

(1)間伐材生産 
① 間伐材の生産（※） 
② 関連条件整備活動等 

（①と一体的に実施す
る対象森林の調査、森林
所有者の同意取付け等） 

 

 市町村、森林整
備法人等（森林
整備法人（分収
林特別措置法（
昭和33年法律第
57号）第10条第
２号に定める森
林整備法人をい
う。以下同じ。
）一般社団法人
及び一般財団法
人に関する法律
（平成18年法律
第48号）第2条第
1号に規定する法
人（造林を行う
ことを主たる目
的としている法
人であって、地
方公共団体がそ
の社員であるも
の又は地方公共
団体がその基本
財産の全部若し
くは一部を拠出
しているもの、
）をいう。以下
同じ。）、効率
的かつ安定的な
林業経営や林業

１ 事業内容欄の２
(1)①定額（搬出材
積１ヘクタール当た
り40m3超え70m3以下
１ヘクタール当たり
24万7千円×間接経
費率、同70m3超え同
34万円×間接経費
率）。間接費率は、
国の森林環境保全整
備事業に準じる。 

２ 事業内容欄の２ 
(1)②定額（１ヘク 
タール当たり１万
７千円以内） 

 

１ 施工箇所ごと
の事業費の30％
を超える増減 

２ 事業費から附 
帯事務費への流 
用 

 

１ 施工箇所又
は事業実施主
体の変更 

２ 事業メニュ  
ーの新設又は  
廃止 

３ 事業内容欄  
の２(2)①に  
あっては、路  
線の位置又は  
車道幅員の変  
更並びに延長  
の30％を超え
る減少 

 



経営の継続性の
確保を目指す林
業経営体として
、林野庁長官が
別に定める考え
方に則って都道
府県知事が選定
した林業経営体
（以下「選定経
営体」という。
）、地域協議会
及び森林所有者 
 

      (2)路網整備・機能強化 
 ① 林業専用道（規格相

当）整備 
ａ 施設一体型以外 
ｂ 施設一体型 

② 森林作業道整備 
③ 機能強化 
④ 関連条件整備活動 
（①又は②と一体的に実
施する対象森林の調査、
森林所有者の同意取付け
等） 

 

 市町村、森林整
備法人等及び選
定経営体 
 

３ 事業内容欄の２ 
(2)①定額ａ（開設
箇所の平均横断地山
傾斜により、Ａ区分
（15度未満）は１メ
ートル当たり３万５
千円以内、Ｂ区分
（15 度以上25度未
満）、Ｃ区分（25 
度以上）は実施の際
に設定するものとす
る。） 

４ 事業内容欄の２ 
(2)①ｂ定額（実施
の際に設定するもの
とする。） 

５ 事業内容欄の２ 
(2)②定額 
（（１）開設路面
工なし及び横断排
水工なし１メート
ル当たり１千３百
円、路面工なし及
び横断排水工あり
同１千７百円、路
面工あり同２千円 
（２）改良開設の
半額） 

６ 事業内容欄の２
(2)③定額（1/2以
内） 

７ 事業内容欄の２
(2)④定額（10/10
以内） 

 

  

      (3)先進的な林業機械等の整
備 

 市町村、森林整
備法人等、選定
経営体及び貸し
付けを行う事業
を実施するもの
（林業労働力確
保支援センター
（林業労働力の
確保の促進に関
する法律（平成
８年法律第㊺号
）第11条第１項
に規定する林業
労働力確保支援
センターをいう
。以下同じ。）

15 事業内容欄の２
(3)定額（素材生産
量（機械導入年度
を始期とする３年
間の年平均計画）
千立方メートル当
たり２百万円と
し、上限は購入価
格の1/2以内） 

 

  



及び森林組合連
合会その他知事
が認めるもの） 

      ３ 燃油・資材の森林由来資
源への転換対策  

(1)特用林産物省エネルギー
化施設等整備 

 ① 特用林産物生産基盤整
備 

 ② 特用林産物生産施設整
備 

 ③ 特用林産物加工流通施 
設整備 

 ④ 廃床等活用施設整備 
 ⑤ 特用林産物獣害対策施 

設整備 
 

 

 １ 事業内容欄
の３(1)市町
村、森林組合、
生産森林組合、
森林組合連合
会、農業協同組
合、農業協同組
合連合会、農事
組合法人、林業
者等の組織する
団体、地方公共
団体等が出資す
る法人、地域材
を利用する法
人、おが粉等生
産者及び特認団
体（工種ごとの
事業実施主体に
該当する者（特
認団体を除
く。）の有する
議決権の合計が
議決権全体の過
半を占める団体
又はその他都道
府県知事から協
議のあった団体
をいう。） 
 

定額 
（1/2、1/3以内） 
 

 １ 施工箇所又
は事業実施主
体の変更 

２ 事業メニュ
ーの新設又は
廃止 

３ 施工箇所の
位置の変更 

(2)木質バイオマスエネルギ
ー転換促促進対策 

 ① 未利用間伐材等活用機 
材整備 

 ② 木質バイオマス供給施 
設整備 

 ③ 木質バイオマスエネル
ギー利用施設整備 

 ２ 事業内容欄
の３(2) 市町村
、森林組合、林
業者等の組織す
る団体、地方公
共団体等が出資
する法人、PFI事
業者及び民間事
業者等 
 

   

※ 事業実施面積のうち、７０年生以下の森林の面積を８０％以上とすること。 

  



（２）花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策交付金事業（花粉削減対策） 

事業メニュー及び事業内容 交付対象経費 事業実施主体 補助率等 

重要な変更 

経費の配分の変更 
事業の内容の 

変更 

１ スギ材の需要拡大対策 
(1)木材加工流通施設等整備
（大規模・高効率化及び低コ
スト化） 
 ① 木材加工流通施設整備 
 ② ストックヤード整備  
(2)品目転換施設整備 
 ① 木材加工流通施設整備 
 ② ストックヤード整備 
(3)高度加工処理施設整備 
 ① 木材加工流通施設整備 
 ② ストックヤード整備 
(4)木材加工流通施設等整備 
（供給力強化） 
① 木材加工流通施設整備 

 ② ストックヤード整備 
(5)ストック強化 
(6)木材加工流通施設等整
備・品目転換施設整備・高
度加工処理施設整備・スト
ック強化付帯事業 
(（１）～（5）の施設整
備導入の効率的かつ円滑
な実施を図るために必要
となる調整活動、実践的
知識及び技術の取得活動
等) 

国合板・製
材・集成材国
際競争力強
化・花粉削減
総合対策交付
金交付等要綱
に定める事業
を行うのに要
する国合板・
製材・集成材
国際競争力強
化・花粉削減
総合対策実施
要領別表２の
Ⅱに定める経
費 

市町村、森林組
合、生産森林組
合、森林組合連
合会、林業者等
の組織する団
体、木材関連業
者等の組織する
団体、地域材を
利用する法人及
び地方公共団体
等の出資する法
人その他知事が
認めるもの 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

定額（1/2以内） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 施工箇所ごと
の事業費の30％
を超える増減 

２ 事業費から附
帯事務費への流
用 

１ 施工箇所又
は事業実施主
体の変更 

２ 事業メニュ
ーの新設又は
廃止 

 

      ２ スギ人工林の伐採・植替 
え等の加速化 

(1)路網整備・機能強化 
 ① 林業専用道（規格相 

当）整備 
 ② 森林作業道整備 
 ③ 機能強化 
 ④ 関連条件整備活動（① 

～③と一体的に実施する 
対象森林の調査、森林所 
有者の同意取付け等） 

 

 市町村、森林整
備法人等及び選
定経営体 

１ 事業内容欄の２
(1)①定額（開設箇
所の平均横断地山傾
斜により、Ａ区分
（15度未満）は１メ
ートル当たり２万３
千円以内、Ｂ区分
（15 度以上25度未
満）、Ｃ区分（25 
度以上）は実施の際
に設定するものとす
る。） 

２ 事業内容欄の２
(1)②定額（（１）
開設路面工なし及び
横断排水工なし１メ
ートル当たり１千３
百円以内、路面工な
し及び横断排水工あ
り同１千７百円以
内、路面工あり同２
千円以内、（２）改
良開設の半額） 

３ 事業内容欄の２
(1)③定額（1/2以
内） 

４ 事業内容欄の２
(1)④定額（10/10以
内） 

 
 

  



３ 先進的な林業機械等の整
備 

 

 市町村、森林整
備法人等、選定
経営体及び貸付
けを行う事業を
実施するもの
（林業労働力確
保支援センター
及び森林組合連
合会その他知事
が認めるもの） 

定額（素材生産量
（機械導入年度を始
期とする３年間の年
平均計画）千立方メ
ートル当たり２百万
円とし、上限は購入
価格の1/2以内） 

  

４ 民間事業者による苗木増 
産の支援 

(1)コンテナ苗生産施設装置
等及びコンテナ苗生産機械
器具 

(2) コンテナ苗生産資 
 

 市町村、林業種
苗法（昭和45年
法律第89号）第
10条に基づく生
産事業の登録を
受けた者及びそ
の登録を受ける
見込みの者、森
林の間伐等の実
施の促進に関す
る特別措置法
（平成20年法律
第32号）第9条
第1項に基づく
認定特定増殖事
業者並びにその
認定を受ける見
込みの者その他
都道府県知が認
める団体等 

 事業内容欄の４(1)
及び(2) 定額（業計画
期間内におけるコンテ
ナ苗増産本数が１万本
未満の場合４／10以
内、同１万本以上５万
本未満１／２以内、同
５万本以上６／10以
内） 
 

  

 

  



２（事業名） 林業・木材産業循環成長対策交付金事業 
（１）森林整備・林業等振興整備交付金 

①循環型資源基盤整備強化対策 
 

事業メニュー及び事業内容 
交付対象 

経費 
事業実施主体 補助率等 

重要な変更 

経費の配分の 

変更 

事業の内容の 

変更 

１ 間伐材生産 
(1)「路網整備に係る生産基盤
強化区域の設定について」
（平成30年２月１日付け29
林整第713号林野庁長官通
知）に基づき知事が設定し
た生産基盤強化区域（以下
「生産基盤強化区域」とい
う。）又は市町村森林整備
計画に定める特に効率的な
施業が可能な森林の区域内
で行う不用木の除去、不良
木の淘汰、支障木やあばれ
木等の伐倒、造材、集材、
搬出・集積及び積込、その
他付帯施設整備（林内作業
場、土場等）（※） 

(2) 関連条件整備活動（対象
森林の調査、森林所有者の
同意取付け等） 
 

国森林・林
業・木材産業
グリーン成長
総合対策補助
金等交付等要
綱（以下「国
交付等要綱」
という。）に
定める事業を
行うのに要す
る同要綱別表
２の１に定め
る経費 

市町村、森林整
備法人等（森林
整備法人（分収
林特別措置法
（昭和33年法律
第57号）第10条
第２号に定める
森林整備法人を
いう。）及び一
般社団法人及び
一般財団法人に
関する法律（平
成18年法律第48
号）第２条第１
号に規定する法
人（造林を行う
ことを主たる目
的としている法
人であって、地
方公共団体がそ
の社員であるも
の又は地方公共
団体がその基本
財産の全部若し
くは一部を拠出
しているものに
限る。）をい
う。以下同
じ。）及び効率
的かつ安定的な
林業経営や林業
経営の継続性の
確保を目指す林
業経営体とし
て、国が別に定
めるところによ
り、知事が選定
した林業経営体
（以下「選定経
営体」とい
う。） 
 

１ 事業内容欄の
１(1)定額（搬出
材積１ヘクター
ル当たり40m3超
え70m3以下 １
ヘクタール当た
り24万7千円×間
接費率、同70m3
超え 同34万円
×間接費率）。
間接費率は、国
の森林環境保全
整備事業に準じ
る。 

２ 事業内容欄の
１(2)定額（１
ヘクタール当た
り１万７千円以
内） 

１ 施工箇所ごと
の事業費の30％
を超える増減 

２ 事業費から附
帯事務費への流 
用 

１ 施工箇所又
は事業実施主
体の変更 

２ 事業メニュ
ーの新設又は
廃止 

 

      ２ 路網整備・機能強化 
(1)生産基盤強化区域内で行う
林業専用道（規格相当），
森林作業道の整備 

(2)既設の林業専用道（規格相
当）森林作業道の補強 

(3)既設の林道施設の点検診断 
(4)既設林道，既設林業専用
道，既設林業専用道（規格
相当）及び本事業で開設す
る林業専用道（規格相当）
の機能強化 

 市町村、森林整
備法人等及び選
定経営体 

１ 事業内容欄の
２(1) 林業専用
道（規格相当） 
 定額（開設箇
所の平均横断地
山傾斜により、
Ａ区分（15 度
未満）は１メー
トル当たり２万
３千円以内、Ｂ
区分（15 度以
上25 度未

 １ 施工箇所又
は事業実施主
体の変更 

２ 事業メニュ 
ーの新設又は
廃止 

３ 事業内容欄
の２(1)及び
(2)のうち林業
専用道（規格
相当）にあっ
ては、路線の



 (5)関連条件整備活動（対象
森林の調査、森林所有者の
同意取付け等） 

 

満）、Ｃ区分
（25 度以上）
は実施の際に設
定するものとす
る。） 

２ 事業内容欄の
２(1) 森林作業
道 

  定額（路面工
なし及び横断排
水工なし１メー
トル当たり１千
３百円、路面工
なし及び横断排
水工あり同１千
７百円、路面工
あり同２千円） 

３ 事業内容欄の
２(2) 林業専用
道（規格相当） 

  既設の林業専
用道（規格相
当）合計事業費
の10％以内 

４ 事業内容欄の
２(2) 森林作業
道 

  開設に定める
単価の50％以内 

５ 事業内容欄の
２(3)合計事業費
の20％以内 

６ 事業内容欄の
２(4) １／２以
内 

７ 事業内容欄の
２(5) 定額（１
ヘクタール当た
り3千6百円以内
×実施面積）で
林業専用道(規格
相当)整備及び森
林作業道整備の
合計事業費を超
えない範囲 

位置又は車道
幅員の変更並
びに延長の
30％を超える
減少 

３ コンテナ苗生産基盤施設
等の整備 

(1)コンテナ苗生産基盤施設等 
(2)コンテナ苗幼苗生産高度化
施設等 

(3)普通苗生産基盤施設等 

 市町村、林業種
苗法（昭和45年
法律第89号）第
10条に基づく生
産事業の登録を
受けた者及びそ
の登録を受ける
見込みの者、森
林の間伐等の実
施の促進に関す
る特別措置法
（平成20年法律
第32号）第９条
第１項に基づく
認定を受けた認
定特定増殖事業
者及びその認定
を受ける見込み
の者、その他県
知事等が認める

定額（1/2以内）  １ 施工箇所又
は事業実施主
体の変更 

２ 事業メニュ
ーの新設又は
廃止 



団体等 

４ 高性能林業機械等の整備 
(1)林業機械作業システム整備 
(2)効率化施設整備 
(3)活動拠点施設整備 
(4)附帯事業 

（(1)から(3)の施設整備の
実施に必要な調整活動、技
術の習得活動等） 

 市町村、森林整
備法人等、選定
経営体及び広域
利用林業機械の
整備を実施する
もの（林業労働
力の確保の促進
に関する法律
（平成８年法律
第45号）第11条
に基づく林業労
働力確保支援セ
ンター、森林組
合連合会、知事
が林野庁長官等
と協議して認め
る団体（以下
「特認団体」と
いう。）に限
る。） 

１ 事業内容欄の
４(1)国林業・
木材産業循環成
長対策交付金実
施要領（以下
「国交付金実施
要領」とい
う。）別表2の
１の５に定める
範囲 

２ 事業内容欄の
４(2)から(4)定
額（1/2以内） 

 

１ 国交付金実施
要領別表１に定
める工種又は施
設区分①ごとの
事業費の30％を
超える増減 

２ 事業費から附 
帯事務費への流 
用 

１ 国交付金実
施要領別表１
に定める工種
又は施設区分
①又は事業実
施主体の変更 

２ 事業メニュ
ーの新設又は
廃止 
 

５ 木材加工流通施設等の整備 
(1)木材加工流通施設等の整備 
① 木材加工流通施設整備 
② 森林バイオマス等活用施
設整備 

(2)附帯事業（(1)の施設整備の
実施に必要な調整活動、技術
の習得活動等） 

 市町村、森林組
合、木材関連業
者等の組織する
団体及び地域材
を利用する法人
等 

国交付金実施要
領別表 2 の 1 の 8
に定める範囲 
 

１ 国交付金実施
要領別表１に定
める工種又は施
設区分①ごとの
事業費の 30％を
超える増減 

２ 事業費から附
帯事務費への流
用 
 
 

 

１ 国交付金実
施要領別表１
に定める工種
又は施設区分
①又は事業実
施主体の変更 

２ 事業メニュ
ーの新設又は
廃止 

 

６ 木質バイオマス利用促進施
設の整備 

(1)未利用間伐材等活用機材整
備 

(2)木質バイオマス供給施設整
備 

(3)木質バイオマスエネルギー
利用施設整備 

(4)附帯事業（(1)から(3)の施
設整備の実施に必要な調整活
動、技術の習得活動等） 

 市町村、森林組
合、林業者等の
組織する団体、
地方公共団体等
が出資する法
人、ＰＦＩ事業
者及び民間事業
者等 
 
 
 
 

国交付金実施要領
別表 2 の１の 10、
11、12 に定める範
囲 
 

７ 特用林産振興施設等の整備 
(1)特用林産物活用施設等整備 
(2)附帯事業（(1)の施設整備の
実施に必要な調整活動、技術
の習得活動等 

 市町村、森林組
合、生産森林組
合、森林組合連
合会、農業協同
組合、農業協同
組合連合会、農
事組合法人、林
業者等の組織す
る団体、地方公
共団体等が出資
する法人、地域
材を利用する法
人、きのこ原木
生産者及び特認
団体 
 

定額（1/2 以内）  
 
 

 

８ 木造公共建築物等の整備 
(1)木造公共施設整備 
(2)附帯事業（(1)の施設整備の
実施に必要な調整の習得活動
等 

 市町村、地方公
共団体が出資す
る法人、特別区
及び地方公共団
体の組合、その
他脱炭素社会の
実現に資する等
のための建築物
等における木材

国交付金実施要領
別表 2 の１の 14 に
定める範囲 

１ 施工箇所ごと
の事業費の 30%
を超える増減 

２ 事業費から附
帯事務費への流
用 

１ 施工箇所又
は事業実施主
体の変更 

２ 事業メニュ
ーの新設又は
廃止 



の利用の促進に
関する法律施行
令（平成 22 年政
令第 203 号）第
１条に規定する
公共建築物の整
備主体 

※ 事業実施面積のうち、７０年生以下の森林の面積を８０％以上とすること。 
 

②森林整備・林業等振興推進交付金 

事業メニュー及び 

事業内容 

交付対象 

経費 
事業実施主体 補助率等 

重要な変更 

経費の配分

の変更 

事業の内容

の変更 

１ 森林整備地域活動支援
対策 

(1)森林経営計画作成促進 
(2)森林境界の明確化 
(3)森林所有者の探索 
(4)森林経営計画作成・森
林境界の明確化に向けた
条件整備 

国交付等要綱
に定める事業
を行うのに要
する同要綱別
表２の２に定
める経費 

市町村、選定経営
体等 

国交付金実施要領別表２の
ㅤㅤ２の１に定める範囲 
 

１ 施工箇所
ごとの事業
費の 30％を
超える増減 

２ 事業費か
ら附帯事務
費への流用 
 

１ 施工箇所
又は事業実
施主体の変
更 

２ 事業メニ  
ューの新設  
又は廃止 
 

２ 森林資源保全対策 
(1)森林資源保護の推進 
(2)森林環境保全の推進 

 市町村、森林組
合、森林所有者又
は関係都道府県知
事が適当と認めた
者等 

定額（1/2 以内）   

３ 林業の多様な担い手の
育成 

(1)持続的な林業経営の確
立 

(2)出荷ロットの大規模化
等の推進 

(3)人材の確保・育成・定  
着 

(4)新たに造林事業を開始
する者等の育成 

(5)労働安全の確保 
(6)特用林産物の担い手の
育成 

 市町村、国立大学
法人、選定経営
体、森林組合連合
会、林業労働力確
保支援センター、
農業協同組合、農
業協同組合連合
会、農事組合法
人、新たに造林事
業を開始する者、
林業者等の組織す
る団体、林業者等
の組織する団体、
林業事業者等の組
織する団体の所属
員で都道府県知事
が認める者、林
業・木材製造業労
働災害防止協会の
都道府県支部及び
地域協議会（林野
庁長官が別に定め
る要件を満たす協
議会をいう。）等 

定額（1/2 以内）   

４ 林業経営体育成対策
(林業機械リース支援) 

 市町村、森林整備
法人等、選定経営
体、新たに造林事
業を開始する者及
び再貸付けを実施
するもの（林業労
働力確保支援セン
ター、森林組合連
合会、特認団体に
限る。） 

国交付金実施要領別表２の
ㅤㅤ２の９に定める範囲 
 

  

 
  



（２）林業デジタル・イノベーション総合対策 
①ICT 活用ソフト等導入推進事業 

事業メニュー及び 

事業内容 
交付対象経費 事業実施主体 補助率等 

重要な変更 

経費の配分の

変更 

事業の内容の

変更 

１ ICT活用ソフト等導入
推進事業 

(1)レーザー計測情報整備 
 
 
 
 

国交付等要綱に
定める事業を行
うのに要するICT
活用ソフト等導
入推進事業実施
要領別紙２に定
める経費 

市町村、その他知
事が認める林業経
営体等 
 
 
 
 

1/2以内 
 
 
 
 
 
 

事業実施主体ご
との経費の30％
を超える増減 

事業実施主体
の変更 

(2)路網線形設計支援ソフ
ト整備 

  
 

定額 
 

  

(3)３次元設計ソフト整 
備 

  
 

   

(4)ICT生産管理ソフト等
整備 

 
 
 
 

 市町村、国立大学
法人、選定経営
体、林業労働力確
保センター、その
他知事が認める林
業経営体等 

1/2以内 
 
 
 
 
 

 １ 事業実施主
体の変更 

２ 導入するソ
フト・機器等
の区分（ソフ
ト・機器等の
区分とは、施
業提案ソフ
ト、木材検収
ソフト、日報
管理ソフト、
林内測位機
器、林内通信
機器、技術カ
スタマイズ、
操作研修の区
分をいう。） 
の追加・廃止 

       



番 号

年 月 日

住所

又は 団体名

別記様式第１号

(1) 事業計画書（事前に知事の承認を受けている場合を除く。）

(2) 工事の施工等にあっては実施設計書（事前に知事の承認を受けている場合を除く。）

(3) 市町村にあっては補助金交付に関する規則等（市町村営事業を除く。）

(4) 予算議決等の抄本又はこれに準ずるもの

記

１　事業名　　　　　　　　　　※１　

２　事業メニュー　　　　　　　※１

３　事業の内容及び経費の配分　　別紙１のとおり

４　事業完了予定年月日　　　　　年　月　日

宮城県知事                     

市町村長氏名

代表者氏名

    年度林業・木材産業関係事業費補助金交付申請書

※３　「５　添付書類」の(1)～(10)で該当しないものは、削除せず取り消し線とする。

(7) 誓約書（別紙３）

(10) その他知事が必要と認める書類

　　　　年度において下記により事業を実施したいので、補助金等交付規則第３条の規定によ
り、補助金金 　          円を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

※１　別表に規定するいずれか事業名又は事業メニューを記載する。
※２　上記６のうち、(5)(6)(7)の添付は市町村以外の申請者に限る。

(5) 県税納税証明書（申請日から３か月以内に県税事務所が発行したもの。ただし、事

　業実施主体が納税義務者でないときは，任意様式によりその旨を記載した申立書を添

　付する。）

(6) 暴力団排除に関する誓約書（別紙２）

５　添付書類

(8) チェックシート（別紙４から６の該当するもの（所管事務所保管））

(9) 「みどりチェック」チェックシート（別紙７から８の該当するもの（所管事務所保管））



番 号

年 月 日

住所

又は 団体名

別記様式第２号

作成し、変更前と変更後を対照比較できるように変更に係る部分についてのみ変更

前を括弧書きで上段に記載すること。

年度林業・木材産業関係事業変更承認申請書

宮城県知事                     

市町村長氏名

代表者氏名

　年　月　日付け宮城県（　）指令第　号で交付決定の通知のありました　　　年度※１につい
て、事業の内容（経費の配分）を下記の理由により変更したいので、承認されるよう関係書類※
３を添えて申請します。

記

１　事業名　　　　　　　　　　※２　

２　事業メニュー　　　　　　　※２

３　変更の理由及び内容

※１　交付決定通知に記載された補助金名を記載する。

※２　別表に規定するいずれか事業名又は事業メニューを記載する。

※３　上記「関係書類」は、別記様式第１号の別紙１、添付書類(1)(2)の様式に準じて



番 号

年 月 日

住所

又は 団体名

別記様式第３号

年度林業・木材産業関係事業中止（廃止）承認申請書

宮城県知事                     

市町村長氏名

代表者氏名

※１　交付決定通知に記載された補助金名を記載する。

※２　別表に規定するいずれか事業名又は事業メニューを記載する。

      年  月  日付け宮城県（      ）指令第      号で交付決定の通知のありました      年度 ※１ につい

て、下記のとおり中止（廃止）したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。

１　事業名　                       ※２

２　事業メニュー　                 ※２

３　事業の内容及び経費の配分　　　別紙１のとおり

４  中止（廃止）の理由

５  中止の期間

記

６  今後の見通しと対策



番 号

年 月 日

住所

又は 団体名

別記様式第４号

年度林業・木材産業関係事業実績報告書

※２　別表に規定するいずれか事業名又は事業メニューを記載する。

口座名義人：○○○○○（ﾖﾐｶﾞﾅ：○○○○○○○○）

６　添付書類

(1) 工事の施工等にあっては出来高設計書

宮城県知事                     

市町村長氏名

代表者氏名

　年　月　日付け宮城県（　）指令第　　号で交付決定の通知のありました　　年度※１を別紙
のとおり実施しましたので、補助金等交付規則第１２条の規定により関係書類を添えて報告しま
す。
　なお、併せて精算額金　　　　　円の交付を請求します。

１　事業名　　　　　　　　　　　※２

２　事業メニュー　　　　　　　　※２

記

５　振込先（全額を概算払いで受領済みの場合は不要）

(4) その他知事が必要と認める書類

※１　交付決定通知に記載された補助金名を記載する。

口座：○○銀行○○支店　普通・当座　口座番号○○○○○○○

３　事業の内容及び経費の配分　　別紙１のとおり

４　事業完了年月日　　　　　　　年　月　日

(2) 完成検査復命書写し

(3) 完成写真



番 号

年 月 日

住所

又は 団体名

交付 今回

決定額 交付対象 出来高率 請求額

(A) 経費(a) (C)=(b)／(a) (D)=
経費(b) (A)×(C)

口座：○○銀行○○支店　普通・当座　口座番号○○○○○○○

口座名義人：○○○○○（ﾖﾐｶﾞﾅ：○○○○○○○○）

６　添付資料

　今回出来高に相当する交付対象経費がわかる関係資料の写し

※１　交付決定通知に記載された補助金名を記載する。

※２　別表に規定するいずれか事業名又は事業メニューを記載する。

別記様式第５号

今回出来高の算出
既受領額

(B) 今回出来高に相
当する交付対象

残額
(A)-(B)-(D)

５　振込先

（単位：円，％）

年度林業・木材産業関係事業費補助金概算払請求書

      年  月  日付け宮城県（    ）指令第      号で交付決定の通知のありました　  年度 ※１ について、補

助金等交付規則第１５条の規定により金       円を概算払によって交付されるよう請求します。

記

１　事業名　　　　　※２

２　事業メニュー　　※２

３　概算払請求を必要とする理由

４　概算払請求の内容

宮城県知事                     殿

市町村長氏名

代表者氏名



番 号

年 月 日

住所

又は 団体名

６　補助金返還相当額（５－４）                         金              円

※１　交付決定通知に記載された補助金名を記載する。

※２　別表に規定するいずれか事業名又は事業メニューを記載する。

５　消費税及び地方消費税の申告により確定した

年度 ※１ に係る

　　消費税及び地方消費税仕入控除税額    　             金              円

　　当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額 　金              円

記

１　事業名　　　　　※２

２　事業メニュー　　※２

３　補助金等交付規則第13条の補助金の確定額　           金              円

４　補助金の確定時に減額した当該補助金に係る

　　　　　年  月  日付け宮城県（    ）指令第      号で交付決定の通知のありました      年度 ※１ によ

る事業について、下記のとおり報告します。

別記様式第６号

消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書

宮城県知事                     殿

市町村長氏名

代表者氏名



別紙１
事業の内容及び経費の配分
（１）事業内訳及び経費配分

※　実績報告に添付する場合において、繰越承認を得ている場合は、本表の記載を上段から年間分、年度内施行分、繰越分の三段書きで区分する。

※　間伐材生産のメニューにおいては、備考欄に搬出材積区分及び適用している間接費率を記入する。

（２）収支予算（収支清算）

　①収入の部

(注) 融資を受ける場合は、備考欄に種類(公庫資金、近代化資金等)を記載する。

　②支出の部

（３）補助金清算

※　補助金交付申請時は、（１）事業内訳及び経費配分、（２）収支予算①収入の部：予算額、②支出の部：予算額とする。

※　実績報告時は、（１）事業内訳及び経費配分、（２）収支清算①収入の部：予算額、精算額、差引増減、②支出の部：予算額、精算額、差引増減、（３）補助金清算とする。

事業費 負担区分 工　期

総事業費
交付対象

経費
国費 県費 市町村費 公庫資金 その他

着手(予定)
年月日

完了(予定)
年月日

事業
メニュー

事業
主体

施工
箇所
名

工種又は
施設区分

構造規格
又は規模

備　考

（円）

（円）

事業量

予算額

合計

その他

内　借入金
区分 国費 県費 市町村費 計

予算額

備　考

区分 計 備　考

（　精算額　）

積算の基礎

（　差引増減　）

（　精算額　）

総事業費 交付率 差引補助金等未受領額 備　考補助金額 既受領補助金額

（　差引増減　）

（円）

（円）

機種名等

区分 交付決定額



住所

団体名

１　補助事業者として不適当な者
　(1) 暴力団（暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）第２条第２号に規定する暴力
　　団をいう。以下同じ。)又は暴力団員等（同条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。
　　以下同じ。）であるとき
　(2) 事業者（暴力団排除条例第２条第７号に規定する事業者をいう。以下同じ。）の役員等（
　　個人である場合はその者、法人その他の団体である場合は役員（業務を執行する社員、取締
　　役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であ
　　るかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者
　　と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）をいう。以下同じ。）が自己、
　　自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力
　　団又は暴力団員等を利用するなどしているとき
　(3) 事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す
　　るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
　(4) 事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用する
　　などしているとき
　(5) 事業者の役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
２ 補助事業者の相手方として不適当な行為をする者
　(1) 暴力的な要求行為を行う者
　(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
　(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
　(4) 偽計又は威力を用いて補助事業を担当する県職員等の業務を妨害する行為を行う者
　(5) その他前各号に準ずる行為を行う者

　私は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって
も、異議は一切申し立てません。

記

別紙２

暴力団排除に関する誓約書

宮城県知事                     

代表者氏名　　　　　



住所

団体名

　〇〇〇〇（事業実施主体等）は、補助金等交付に付された条件を遵守し、森林関係法令の違反
等不適切な行為を行わない旨誓約いたします。

別紙３

誓　　約　　書

宮城県知事                     

代表者氏名　　　　　



○:実施

×:実施していない

△:今後、実施予定

－:該当しない

1

1-(1)

1-(1)-①

1-(1)-②

1-(1)-③

1-(1)-④

1-(1)-⑤

1-(1)-⑥

1-(2)

1-(2)-①

1-(2)-②

別紙４

職場での朝礼や定期的な集会等により、作業の計画や安全意識
を周知・徹底する。

安全対策の推進に向け、従事者の提案を促す。

作業安全のためのルールや手順の順守

関係法令等を遵守する。

高性能林業機械やチェーンソー等、資機材等の使用に当たって
は、取扱説明書の確認等を通じて適切な使用方法を理解する。

適切な技能や免許等が必要な業務には、有資格者を就かせる。

記入日 　　　　年　　　　月　　　　日

現在の取組状況をご記入下さい。

具体的な事項

作業安全確保のために必要な対策を講じる

人的対応力の向上

作業事故防止に向けた方針を表明し、具体的な目標を設定す
る。

知識、経験等を踏まえて、安全対策の責任者や担当者を選任す
る。

作業安全に関する研修・教育等を受ける。また、作業安全に関
する最新の知見や情報の幅広い収集に努める。

雇用労働者の有無 有　／　無

農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）　
事業者向け　チェックシート

事業者名

記入者　役職・氏名

業種

（○を付ける。複数選択可）
素材生産／造林・保育／その他（　　　　）



○:実施

×:実施していない

△:今後、実施予定

－:該当しない

具体的な事項

1-(2)-③

1-(2)-④

1-(2)-⑤

1-(2)-⑥

1-(3)

1-(3)-①

1-(3)-②

1-(3)-③

1-(4)

1-(4)-①

1-(4)-②

1-(4)-③

1-(4)-④

1-(4)-⑤

1-(5)

1-(5)-①

現場の危険箇所を予め特定し、改善・整備や注意喚起を行う。

４Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃）活動を行う。

事故事例やヒヤリ・ハット事例などの情報の分析と活用

行政等への報告義務のない軽微な負傷を含む事故事例やヒヤ
リ・ハット事例を積極的に収集・分析・共有し、再発防止策を
講じるとともに危険予知能力を高める。

機械や刃物等の日常点検・整備・保管を適切に行う。

資機材、設備等を導入・更新する際には、可能な限り安全に配
慮したものを選択する。

作業環境の改善

職場や個人の状況に応じ、適切な作業分担を行う。また、日々
の健康状態に応じて適切に分担を変更する。

高齢者を雇用する場合は、高齢者に配慮した作業環境の整備、
作業管理を行う。

安全な作業手順、作業動作、機械・器具の使用方法等を明文化
又は可視化し、全ての従事者が見ることができるようにする。

作業に応じ、安全に配慮した服装や保護具等を着用する。

日常的な確認や健康診断、ストレスチェック等により、健康状
態の管理を行う。

作業中に必要な休憩をとる。また、暑熱環境下では水分や塩分
を摂取する。

作業安全対策に知見のある第三者等によるチェック及び指導を
受ける。

資機材、設備等の安全性の確保

燃料や薬剤など危険性・有害性のある資材は、適切に保管し、
安全に取り扱う。



○:実施

×:実施していない

△:今後、実施予定

－:該当しない

具体的な事項

1-(5)-②

2

2-(1)

2-(1)-①

2-(2)

2-(2)-①

2-(3)

2-(3)-①
事故により従事者が作業に従事ができなくなった場合等に事業
が継続できるよう、あらかじめ方策を検討する。

事故発生時に備える

労災保険への加入等、補償措置の確保

経営者や家族従事者を含めて、労災保険やその他の補償措置を
講じる。

事故後の速やかな対応策、再発防止策の検討と実施

事故が発生した場合の対応（救護・搬送、連絡、その後の調
査、労基署への届出、再発防止策の策定等）の手順を明文化す
る。

事故時の事業継続のための備え

実施した作業安全対策の内容を記録する。



○:実施

×:実施していない

△:今後、実施予定

－:該当しない

1

1-(1)

1-(1)-①

1-(1)-②

1-(1)-③

1-(1)-④

1-(1)-⑤

1-(1)-⑥

1-(2)

1-(2)-①

農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：木材産業）

事業者名（工場名）

安全対策の推進に向け、従事者の提案を促す。

作業安全のためのルールや手順の順守

人的対応力の向上

作業事故防止に向けた方針を表明し、具体的な目標を設定す
る。

知識、経験等を踏まえて、安全対策の責任者や担当者を選任す
る。

作業安全に関する研修・教育等を行う。外国人技能実習生等を
受け入れている場合は、確実に内容を理解できる方法により行
う。また、作業安全に関する最新の知見や情報の幅広い収集に
努める。

適切な技能や免許等が必要な業務には、有資格者を就かせる。

職場での朝礼や定期的な集会等により、作業の計画や安全意識
を周知・徹底する。

関係法令等を遵守する。

作業安全確保のために必要な対策を講じる

業種

（○を付ける。複数選択可）

その他（　　　　　　　　　　　　）

記入日 　　　　年　　　　月　　　　日

現在の取組状況をご記入下さい。

具体的な事項

製材業 / 集成材製造業 / 合単板製造業 / Ｌ
ＶＬ製造業 / 床材製造業 / 木材チップ製造
業 / プレカット製造業 / 木材・竹材卸売業

別紙５

事業者向け　チェックシート

記入者　役職・氏名



○:実施

×:実施していない

△:今後、実施予定

－:該当しない

具体的な事項

1-(2)-②

1-(2)-③

1-(2)-④

1-(2)-⑤

1-(2)-⑥

1-(3)

1-(3)-①

1-(3)-②

1-(3)-③

1-(4)

1-(4)-①

1-(4)-②

1-(4)-③

1-(4)-④

1-(4)-⑤

1-(5)

高齢者を雇用する場合は、高齢に配慮した作業環境の整備、作
業管理を行う。

安全な作業手順、作業動作、機械・器具の使用方法等を明文化
又は可視化し、全ての従事者が見ることができるようにする。

現場の危険箇所を予め特定し、改善・整備や注意喚起を行う。

４Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃）活動を行う。

事故事例やヒヤリ・ハット事例などの情報の分析と活用

資機材、設備等の安全性の確保

燃料や薬品など危険性・有害性のある資材は、適切に保管し、
安全に取扱う。

機械や刃物等の日常点検・整備・保管を適切に行う。

資機材、設備等を導入・更新する際には、無人化機械等を含
め、可能な限り安全に配慮したものを選択する。

作業環境の整備

職場や個人の状況に応じ、適切な作業分担を行う。また、日々
の健康状態に応じて適切に分担を変更する。

作業安全対策に知見のある第三者等によるチェック及び指導を
受ける。

木材加工用機械等、資機材等の使用に当たっては、取扱説明書
の確認等を通じて適切な使用方法を周知・徹底する。

作業に応じ、安全に配慮した服装や保護具等を着用させる。

日常的な確認や健康診断、ストレスチェック等により、健康状
態の管理を行う。

作業中に必要な休憩を設ける。また、暑熱環境下では水分や塩
分摂取を推奨する。



○:実施

×:実施していない

△:今後、実施予定

－:該当しない

具体的な事項

1-(5)-①

1-(5)-②

2

2-(1)

2-(1)-①

2-(2)

2-(2)-①

2-(3)

2-(3)-①
事故により従事者が作業に従事ができなくなった場合等に事業
が継続できるよう、あらかじめ方策を検討する。

事故発生時に備える

労災保険への加入等、補償措置の確保

経営者や家族従事者を含めて、労災保険やその他の補償措置を
講じる。

事故後の速やかな対応策、再発防止策の検討と実施

事故が発生した場合の対応（救護・搬送、連絡、その後の調
査、労基署への届出、再発防止策の策定等）の手順を明文化す
る。

事業継続のための備え

行政等への報告義務のない軽微な負傷を含む事故事例やヒヤ
リ・ハット事例を積極的に収集・分析・共有し、再発防止策を
講じるとともに危険予知能力を高める。

実施した作業安全対策の内容を記録する。



○:実施

×:実施していない

△:今後、実施予定

 －:該当しない

1

1-①

1-②

1-③

1-④

1-⑤

1-⑥

1-⑦

1-⑧

1-⑨

2

2-①

2-②

2-③

構成員の安全対策の対応力の向上のための研修の実施や、外部
の研修の紹介を行う。

構成員が共同利用する場所等を管理している場合は、安全に配
慮して作業環境の改善や整備を行う。

構成員の安全に配慮された資機材等の導入・更新に対し助言や
支援を行う。

農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）

事業者団体名

現在の取組状況をご記入下さい。

具体的な事項

構成員の作業安全確保のために必要な支援を行う

構成員の意識改革のための啓発活動を実施する。

構成員に対し、最新の知見や優良事例等に関する様々な情報を
積極的に提供する。

記入日 　　　　年　　　　月　　　　日

必要な場合は労災保険特別加入団体を設立し、特別加入の受け
皿となる。

構成員が事故発生時の事業継続のために行う準備を支援する。
また、事故発生時に積極的に支援を行う。

行政等への報告義務のない軽微な負傷を含む事故事例やヒヤ
リ・ハット事例を分析・共有し、構成員の安全対策に活かす。

構成員向けの作業安全に係るガイドライン等の作成又は既存の
ガイドライン等の周知を行う。

構成員からの安全対策に係る相談体制を整備する。

効果的な作業安全対策を講じるために関係機関等との連携を図
る。

構成員の事故発生時に備えた措置を講じる

構成員の労災保険等の加入状況や意向等を把握し、補償措置の
確保を支援する。

別紙６

事業者団体向け　チェックシート

記入者　役職・氏名



別紙７ 

「みどりチェック」チェックシート（林業事業者等向け） 

 

事業実施主体名  提出時期 

記入年月日  申請時（します）☐ 報告時（しました）☐ 

・交付申請時に、全ての項目にチェックを入れ、事業実施期間中に各項目の内容に取り組んでください。 

・実績報告時に、取り組んだ項目にチェックをして提出してください。 

・※の記載に該当しない場合は、「該当しない□」にチェックをすることとし、当該項目の各取組のチェック

欄へのチェックは要しない。 

 チェック 環境関係法令の遵守等 

① ☐ みどりの食料システム戦略の理解 

② ☐ 関係法令の遵守 

③ ☐ 正しい知識に基づく作業安全に努める 

   

 チェック 適正な施肥  

④ ☐ 
※種苗生産を行う場合（該当しない ☐） 

肥料の適正な保管 

⑤ ☐ 
※種苗生産を行う場合（該当しない ☐） 

肥料の使用状況等の記録・保存に努める 
   

 チェック 適正な防除  

⑥ ☐ 
※農薬を使用する場合（該当しない ☐） 

農薬の適正な使用・保管 

⑦ ☐ 
※農薬を使用する場合（該当しない ☐） 

農薬の使用状況等の記録・保存 
   

 チェック エネルギーの節減 

⑧ ☐ 省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないように努める 

   

 チェック 悪臭及び害虫の発生防止 

⑨ ☐ 悪臭・害虫の発生防止・低減に努める 

   

 チェック 廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分 

⑩ ☐ 廃棄物の削減に努め、適正に処理 

⑪ ☐ 未利用材の有効活用を検討 

   

 チェック 生物多様性への悪影響の防止 

⑫ ☐ 生物多様性に配慮した事業実施（物資調達、施業等）に努める 

②関係法令の遵守について、対象は、肥料の品質の確保等に関する法律（昭和 25 年法律第 127 号）、農薬取

締法（昭和 23 年法律第 82 号）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）、食品循環

資源の再生利用等の促進に関する法律（平成 12 年法律第 116 号）、容器包装に係る分別収集及び再商品化

の促進等に関する法律（平成７年法律第 112 号）、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）、合法伐採木

材等の流通及び利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 48 号）とする。 



別紙８ 

「みどりチェック」チェックシート（その他民間事業者・自治体等向け） 

 

事業実施主体名  提出時期 

記入年月日  申請時（します）☐ 報告時（しました）☐ 

・交付申請時に、全ての項目にチェックを入れ、事業実施期間中に各項目の内容に取り組んでください。 

・実績報告時に、取り組んだ項目にチェックをして提出してください。 

・※の記載に該当しない場合は、「該当しない□」にチェックをすることとし、当該項目の各取組のチェック

欄へのチェックは要しない。 

 チェック 環境関係法令の遵守等 

① ☐ みどりの食料システム戦略の理解 

② ☐ 関係法令の遵守 

③ ☐ 環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める 

④ ☐ 正しい知識に基づく作業安全に努める 

   

 チェック エネルギーの節減 

⑤ ☐ 
省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないこと（照明、空調、

ウォームビズ・クールビズ、燃費効率のよい機械の利用等）ように努める 

⑥ ☐ 環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討 

   

 チェック 悪臭及び害虫の発生防止 

⑦ ☐ 
※ 発生源となる場所で作業する又は発生原因となるものを扱う場合（該当しない ☐） 

悪臭・害虫の発生防止・低減に努める 
   

 チェック 廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分 

⑧ ☐ プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理 

⑨ ☐ 資源の再利用を検討 

   

 チェック 生物多様性への悪影響の防止 

⑩ ☐ 
※ 生物多様性への影響が想定される工事等を実施する場合（該当しない □） 

生物多様性に配慮した事業実施に努める 

⑪ ☐ 
※ 特定事業場である場合（該当しない □） 

排水処理に係る水質汚濁防止法の遵守 

②関係法令の遵守について、対象は、肥料の品質の確保等に関する法律（昭和 25年法律第 127号）、農

薬取締法（昭和 23年法律第 82号）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137号）、

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成 12 年法律第 116号）、容器包装に係る分別収集

及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第 112 号）、水質汚濁防止法（昭和 45年法律第 138

号）、労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号）、合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律

（平成 28年法律第 48号）とする。 

 


